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【背景】 
 近年、日本では労働者の精神障害等の労災補償に関する請求件数、認定件数が増加傾
向にあり、健康管理対策として労働時間管理が一層勧められるようになってきた。その
流れは、労働時間管理の困難な裁量労働の一つである「みなし労働時間制」の働き方に
も健康管理面から労働時間管理を勧めるという、一見矛盾した健康管理対策へとつなが
ってきた。「みなし労働時間制」で働く労働者は増加傾向であり、裁量労働を行ってい
る労働者のメンタルヘルスに関連する要因について明らかにすることは重要であるが
そのような研究は現在ほとんどなされていない。 
【目的】 
裁量労働者のメンタルヘルスに関連する抑うつ状態の現状と生活状況・勤務状況、業
務上・業務外のストレスイベントについて検討する。 
【対象と方法】 
 日本で裁量労働的な働き方をしている保険会社の近畿地方と東北地方の２つの事業場
の全男性営業職員 240 名を対象として、質問調査による横断研究を行い、回答者 234 名
のうち、欠損値のない 232 名を解析対象とした。調査票は記名式としたが、無記名の封
筒を添付し、回答済の調査票を各自が密封して回答者が特定できないようにした上で、
職場単位で構成人数分をまとめたものを衛生管理者と保健師が回収し、保健師のみが開
封し集計した。研究の手順については、（公財）労働科学研究所の倫理委員会からの承認
を受け、実施した（No.09-010）。 
調査項目は、「基本属性・生活状況（年齢・家族との同居者の有無・子供の有無）」「勤
務状況（在職年数・職位・就業日の平均労働時間・調査前月の休日数・平均睡眠時間）」
「業務上および業務外のストレスイベント（『職場における心理的負荷評価表，職場以外
の心理的負荷評価表』（厚生労働省；職場における心理的負荷評価表 75 項目から、事業
場特性で非該当項目と認められた 9 項目を削除した計 66 項目）」「抑うつ状態（Center for 
epidemiologic studies depression scale：CES-D)日本語版」で構成した。 
CES-D 得点は先行研究との比較を容易にするため、カットオフ値を 16 点とし、CES-D
得点 16 点未満を CES-D 低群（「抑うつ状態の小さい群」）、16 点以上を CES-D 高群（「抑
うつ状態の大きい群」）の 2 群に分け、目的変数とした。 
まず、CES-D 低群と CES-D 高群の各基本属性、勤務の状況、業務上のストレスイベン
ト、業務外のストレスイベントの各要因の割合および平均の差を、χ２乗検定および t
検定を用いて比較した。次に、CES-D 低群と CES-D 高群の各ストレスイベント類型にお
いて、有意な差の認められた基本属性、勤務状況の項目で調整したモデルで、オッズ比
と 95％信頼区間および有意水準 p 値を検討した。最後に、CES-D 低群と CES-D 高群で
有意な差の認められたストレスイベント類型に基本属性、勤務状況の項目で有意な差の
認められた項目を加えて、ステップワイズ法を用いた多重ロジスティック回帰分析のモ
デルを作成し、オッズ比と 95％信頼区間および有意水準 p 値を検討した。 
【結果】 
 CES-D 得点 16 点以上の抑うつ状態があると認められた者は 36 名(15.5 ％）であった。 
抑うつ状態の有無に有意な差が認められた基本属性・生活状況と勤務状況の項目は、
年齢と子供の有無、在職年数であった。 
抑うつ状態の有無に有意な差の認められた「年齢」「子供の有無」「在職年数」とスト
レスイベント類型（「仕事の失敗、過重な責任の発生等」と「仕事の量・質の変化」「自
分の出来事」「金銭関係」「事件、事故、災害の体験」）をステップワイズ法で検討したと
ころ、抑うつ状態と有意に関連していた類型は、「金銭関係（OR=4.50, CI：1.13-10.72）」、
「自分の出来事（OR=2.93, CI：2.93-7.61）」であった。 
【考察】 
本研究の第 1 の目的は、裁量労働である対象者の抑うつ状態を調査することであった
が、その割合は 15.5 ％で、この割合は先行研究による一般労働者の抑うつ状態の割合に
比べて大きいものではなく、裁量労働の抑うつ状態の割合が高くないことを示唆した。 
第 2 の目的である、裁量労働における労働者の長時間労働等の拘束性のある勤務状況
と労働者の抑うつ状態との間には、有意な関連は見られなかった。裁量度の高い労働に
おける長時間労働は自身で決めた納得感から、抑うつ状態と関連しないのかもしれない。 
第 3 の目的である業務上・業務外のストレスイベントと抑うつ状態の関連について調
査したところ、業務上のストレスイベントと抑うつ状態に関連は見られなかった。裁量
労働者の抑うつ状態には、業務外のストレスイベントの「金銭に関係するもの」が非常
に大きく関連しており、次いで自身の怪我や事故，家族関係等の「自分の出来事」が関
連していることが明らかになった。しかしながら、年間報酬額と抑うつ状態の関連は見
られず、「収入の減少」をはじめ「借金」に関するストレスイベントの項目が抑うつ状態
と関連していたのが特徴的であった。したがって、報酬額の経時的変化や世帯収入につ
いて、業務実態と共に相談したり支援する仕組みを充実させることが必要と考える。 
 本研究には、対象とする保険会社のうち、大都市 1 ヶ所と中規模都市 1 ヶ所の拠点を
対象とし、回収率が高かったため対象から偏りのない抽出ができた強みがある。一方で、
本研究にはいくつかの固有の限界もある。横断研究のため因果関係の得られた結果では
ないこと、抑うつ状態を測定した CES-D が中長期の抑うつ状態だけを反映していない可
能性があること、非裁量労働者を対照群に設定して比較した研究ではないこと等である。 
 近年、日本では多様な就業形態が増加しており、今後の労働者の働き方の弾力化の伸
展は避けられない。裁量労働とメンタルヘルスに関する研究はさらに広く進めていく必
要があるが、「みなし労働時間制」の採用されている事業場に時間管理を行うだけの健康
管理策では不十分なことを、本研究は示唆する。 
【結論】 
裁量労働におけるメンタルヘルス対策には、時間管理以上に、金銭問題等への着目や
個人の健康状態や家族関係への相談・助力の対応の優先度が高いと考える。 
 
